
 団体名： 小坂井商工会

※記載内容についての資料は、各団体において整備しています。
※備考欄の○は経営発達支援事業として認定を受けた事業です。

指標 ―個別支援件数
経営・技術強化支援事業
（賃上げ環境整備事業）

　従業員への賃上げに向けた経営力の強化、および将来
にわたる安定的な経営基盤の確立を目的とする。

・各事業者の経営課題に応じ、専門家による個別支援の実施
〔個別相談支援〕　１０回
〔講習会〕　　　　  １回

小規模事業者

指標

10
実績
数値

目標
数値

実績
数値

実績
数値

目標
数値

若手後継者等育成事業
（若手後継者勉強会）

　青年部員が事業を計画、各種団体と調整を行い、地域
振興となるイベントを実施する。1から事業を作る難しさ
を各青年部員が経験し、今後の自社事業に役立てること
ができる。

・地域を含めた継続的な経営を目指すために実施する。
〔実践型セミナー〕　参加人数３０名

小規模事業者

指標 参加人数

目標
数値

30
実績
数値

目標
数値

指標 ―

目標
数値

150
実績
数値

目標
数値

指標 ―

実績
数値

経営強化事業
（エースクラブ事業）

　新時代に即応した商工会活動への協力、ならびに地域
商工業の発展に寄与することを目的とする。

・経営セミナー、部員交流事業等の企画実施
・商工会事業への参加協力
・葵まつりへの運営協力
〔参加企業数〕　１５０件

小規模事業者

指標 参加企業数

目標
数値

40
実績
数値

目標
数値

指標 ―

実績
数値

部会・委員会事業
　商業部会、工業部会が事業を行うことにより、参加企
業の発展に寄与することを目的とする。

【商業部会】
・商業関連事業の運営（会議、大売出し・出店、視察事業）
〔参加企業数〕　２５件
【工業部会】
・工業関連事業の運営（会議、視察事業）
〔参加企業数〕　１５件

小規模事業者

指標 参加企業数

福利厚生事業
　小規模事業主等の経営・雇用の地蔵区的な安定を図る
ため各種共済制度の普及、健康診断事業の実施等によ
り、事業所の健全な育成を目的とする。

・中小企業共済、愛知火災共済等共済制度の普及推進
〔各種共済加入件数〕　２４０件

小規模事業者 目標
数値

240
実績
数値

目標
数値

各種共済加入件数 指標 ―

実績
数値

指標

目標
数値

480
実績
数値

目標
数値

指標 ―

実績
数値

青年部・女性部事業
　青年部・女性部それぞれの事業を通じ、地域との関わ
りを持つことにより、地域社会の発展に寄与することを
目的とする。

【青年部】
・「ホルモン唐揚げとんとんの販売」、視察、各種事業の実施
〔事業参加者数〕　３３０人
【女性部】
・葵まつりでのうどん販売、日帰り視察、各種事業の実施
〔事業参加者数〕　１５０人

小規模事業者

指標 事業者参加者数

目標
数値

20
実績
数値

目標
数値

指標 ―

実績
数値

地域振興事業
（地域振興まつり事業）

　地域イベント「こざかい葵まつり」を１０月に開催す
ることにより、その集客力を活かして地域の経済活動を
促進し、地域産業のＰＲの場を提供するとともに地域の
総合的な振興を図ることを目的とする。

・こざかい葵まつりの開催
〔出店事業所数〕　２０事業所

小規模事業者

指標 出店事業所数

目標
数値

46
実績
数値

目標
数値

指標 ―

実績
数値

目標
数値

610
実績
数値

目標
数値

16
実績
数値

課題解決提案件数

巡回・窓口相談
指導事業

　小規模事業所を中心に経営指導員等商工会職員が事業
所を訪問、または窓口において経営全般について様々な
相談に対応することにより、経営及び技術の改善を図
り、健全な企業の育成をするとともに創業予定者をはじ
めとした相談窓口の設置により経営改善に資する指導を
する。

〔巡回窓口指導延件数〕　６１０件
・経営指導員（３００件×２人＝６００件）
・補助員　１０件
〔巡回窓口指導実企業〕　１５０件
〔課題解決提案件数〕８件×経営指導員２人＝１６件
〔経営革新承認件数目標〕２件

小規模事業者

指標 巡回窓口指導延件数 指標

記帳継続指導

　商工会契約税理士又は商工会職員が個人事業主を対象
に正しい記帳方法の指導と決算・確定申告の指導を行
い、適正な税務申告と経理の自主記帳や計数管理による
経営力の向上に結びつける。

・記帳継続指導、源泉所得税、決算・確定申告の指導の実施
〔指導対象事業所数〕　　４６事業所
〔指導延回数〕　７２０回
〔指導延日数〕　３７０日

小規模事業者

指標 指導事業者数

事業名 事業概要（背景・目的） 事業計画
主たる
対象者

事　業　評　価
備考

目　標① 目　標②

2026年度事業計画の概要（小規模事業経営支援事業費補助金）

講習会事業

　多様化する経営資源に対応するため、小規模事業者に
とって必要な金融、税務、経理、労働、情報化等の知識
習得や時事的な問題について啓蒙を図り、必要な講習会
の提供と参加者の資質向上を目的とする。

・講習会開催回数及び受講予定者数
【集団】〔回数〕　２回　〔受講予定者数〕　１８人
【個別】〔回数〕　８回　〔受講予定者数〕　２１人

小規模事業者

指標 講習会開催数 指標 ―

目標
数値

10
実績
数値

目標
数値

実績
数値

労働保険事業

　事業主等の委託を受けて事業主に代わって労働保険料
の申告納付に関する各種届出等の事業手続きを行うこと
により小規模事業主等の事務処理の負担を軽減し、労働
保険の適用促進及び労働保険料の適正な徴収を図ること
を目的とする。

・組合員事業所の労働保険料の計算・申告を代行する
・組合員事業所から労働保険料を徴収し、国庫へ納付する
・労災保険手続きの指導をする
・雇用保険の事務処理の代行をする
〔委託事業所数〕　５３件

小規模事業者

指標 委託事業所数 指標 ―

目標
数値

53
実績
数値

目標
数値

実績
数値


